年　　月　　日

先端的教育用ソフトウェア導入実証事業費補助金事務局　
事務局長　殿

補助対象者
事業者名：
住所：		
電話番号：	
代表者又は責任者名：	　　　　

学校等設置者	Comment by 敬祐 本木: こちらをご入力ください。
学校等設置者名：
住所：	
電話番号：
代表者又は責任者名：		
※上記の代表者又は責任者名欄に記入する氏名は、本書を確認する学校等設置者のうち、補助事業についての責を負える者とすること。

								
令和元年度補正先端的教育用ソフトウェア導入実証事業費補助金に係る
事業内容確認書


　令和元年度補正先端的教育用ソフトウェア導入実証事業費補助金に対する申請を補助対象者が行うにあたり、下記の内容について、補助対象者と学校等設置者の双方が確認しました。


記


１．補助対象者が実施する導入実証事業の申請内容（導入先の学校等教育機関、導入するEdTechソフトウェア・サービス内容、導入サポート内容等）について

２．本事業の公募要領及び交付規程に記載されている内容について

３． 別添「確認事項」に記載されている内容について



別添「確認事項」

下記には、申請にあたり、補助対象事業者・学校等設置者の双方で特にご確認いただきたい重要事項を記載しています。
内容に関する詳細は公募要領・交付規程等に記載していますので、合わせてご確認ください。

■補助対象となる事業の申請について
本事業の申請は、EdTech 事業者が主体となって行うが、導入実証を行う現場となる学校等教育機関（学校教育法第一条に定める学校（ただし、幼稚園及び大学を除く）の他、教育支援センター（適応指導教室）あるいは一定の基準を満たすフリースクール（※基準は公募要領参照）とともに計画を策定し、学校等設置者と連携した申請を必須とする。										

■補助対象となる事業の要件
●学校等教育機関において、EdTech ソフトウェア・サービスの導入実証を行う事業であること。その際、一つの学校等教育機関に対して複数種類の EdTech ソフトウェア・サービスの導入実証を行うことができる。

●事務局が求める導入効果の測定等に応じられる規模（少なくとも１学校あたり必ず１クラス相当分以上の児童・生徒及び教職員に対して EdTech ソフトウェア・サービスを導入する、又は EdTech ソフトウェア・サービスを用いて教職員研修を実施する等）の EdTech ソフトウェア・サービスの導入実証を行う事業であること。

●事業実施主体となる EdTech 事業者（補助事業者）と、導入実証事業の現場となる学校等教育機関および学校等設置者が一体となり、導入実証事業終了後の EdTech ソフトウェア・サービスの継続的な活用の可能性を視野に入れて策定した計画を実行し、事後の成果報告やアンケート等への協力を行うことを確約することができる事業であること。

●学校等設置者および学校長等（EdTech ソフトウェア・サービス導入の責を負える者）の事業に対する合意と協力の意志があり、次年度以降の継続活用や予算化を検討できる事業であること。			

●補助事業を遂行する上で発生する導入先との係争、トラブルについては、EdTech 事業者（補助事業者）と導入先の間で対応し、解決すること。

●EdTechソフトウェア・サービスを導入する際、補助対象経費について、学校等設置者及び学校等教育機関の費用負担がないこと。

●補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律及び、本事業の公募要領・交付規程等に記載の内容を遵守すること。


■補助事業実施における注意
●補助対象者は、利用者の個人情報・成績情報等を扱う場合は、それらの情報管理に責任を負い、万一事故等が起きた場合には自らの責任において必要な対応が行えること。
●補助対象者は、学校等教育機関の実態および各種法令を踏まえた情報セキュリティの体制及び対策を確立し、個人情報保護に関するガイドラインを策定していること。また、事務局の求めに応じて、セキュリティ体制図及びガイドライン等を開示できること。

●補助対象者は、本実証事業完了後、定められた効果報告期間内までに、必要に応じて学校等設置者及び EdTech ソフトウェア・サービスを導入した学校等教育機関と連携したうえで、実証事業の成果及び効果の情報を集約し事務局へ報告すること。

●補助対象者は、本事業に係るすべての情報について、事務局から国へ報告後統計的な処理をされ匿名性を確保しつつ公表される場合があることに同意すること。

●事業完了後、補助対象者は事務局へ完了報告を行うこと。その際、学校等設置者が作成する当該補助事業におけるEdTech事業者及びEdTechソフトウェア・サービス選定理由書や、EdTechソフトウェア・サービスの納品書等の証憑類を提出すること。

